
第1章 国土交通分野における担い手不足等に
よるサービスの供給制約の現状と課題

注 1　�ຊനॻʹ͓͚ΔαʔϏεͱɺࠃຽͷੜ׆ʹۙͳαʔϏεʢҬެަڞ௨ɺྲྀɺΠϯϑϥϝϯςφϯεɺങ͍ʣ
ͷ͜ͱΛ͍͏ɻ

第１章では、担い手不足等によるサービス注1の供給制約の現状と課題、我が国における施策の動向
や国土交通分野において期待される取組について取り上げる。また、担い手不足等によるサービスの
供給制約に対する国民の認知度等について記述する。

	 	ୈ�અ�	 担い手不足等によるサービスの供給制約
我が国は、少子高齢化・人口減少が深刻化する中、あらゆる産業分野で労働力の減少が懸念されて
いる。建設業や運輸業では、労働時間が他産業に比べて長く、賃金も低い状態の中で、時間外労働の
上限規制に関わるいわゆる「2024年問題」に直面している。�他産業と比較して高齢化が顕著であり、
今後も就業者の高齢化・若年者の入職の減少が見込まれ、中長期的な担い手の確保・育成が喫緊の課
題となっている。また、エネルギー・資材の物価高等、サービス供給を取り巻く社会情勢の変化に伴
い、サービスの供給主体には、様々な影響が発生している。
国土交通分野では、これら直面する諸課題により、サービス供給自体の維持・存続が危ぶまれる状
況（担い手不足等によるサービスの供給制約）が懸念されている。

çਤදᶗ�1�1�1çɹ໘͢Δ՝

直面する課題

「担い手不足等によるサービスの供給制約」の懸念

人口構造の変化に伴う
労働力減少の懸念

長時間労働の是正等 サービス供給を取り巻く
社会情勢の変化

資料）国土交通省

直面する課題
（１）長時間労働の是正等
①建設業の「2024年問題」
ʢݐઃۀͷ࿑ಇڥʣ
建設業は、地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に、地域経済・雇用を支

え、災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う「地域の守り手」として、国民生活や社

	 	ୈ�અ�	 担い手不足等によるサービスの供給制約	 担い手不足等によるサービスの供給制約
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会経済を支える大きな役割を担っている。
しかし、担い手たる労働者の労働環境を見ると、2023年度（令和５年度）の年間の平均労働時間

は、2,018時間となっており、他産業と比較し62時間ほど長く注2、依然として高水準である。

çਤදᶗ�1�1�2çɹݐઃۀͷฏۉ࿑ಇؒ࣌ͷਪҠʢؒʣ

資料）国土交通省

休日の取得状況について、2023年度の調査結果注3では、建設業における平均的な休日の取得状況
は、建設工事全体で見ると「４週６休程度」が最多となっており、「４週８休（週休２日）以上」の確
保ができていない場合が多くなっている。公共工事では、約３～４割の建設技術者・建設技能労働者
で「４週８休（週休２日）以上」の導入が進んでいるが、民間工事では、約１割強にとどまっている。

çਤදᶗ�1�1�3çɹݐઃۀʹ͓͚Δٳͷঢ়گ

33�833�8 11�811�8 43�043�0 6�36�3 4�64�6
0�40�4

38�038�0 11�711�7 38�038�0 7�07�0 4�74�7
0�60�6

11�111�1 11�111�1 39�539�5 19�819�8 16�016�0 2�52�5

15�115�1 17�017�0 34�034�0 20�820�8 11�311�3 1�91�9

0 20 40 60 80 100
ʢˋʣ

ෆఆٳ

25�825�8 14�114�1 39�039�0 12�012�0 8�58�5
0�70�7

21�221�2 13�213�2 43�443�4 12�312�3 9�39�3
0�70�7

全体

公共工事
の受注が
ほとんど

民間工事
の受注が
ほとんど

技術者

技術者

技能者

技能者

技能者

技術者

「4ि6休ఔ度」が最多

公共工事の方が、「4ि 8休（ि休2日）Ҏ上」の割合が高い

4ि8ٳ	ि2ٳ
Ҏ্ 4ि7ٳఔ 4ि6ٳఔ 4ि5ٳఔ 4ि4ٳఔҎԼ

資料）国土交通省

注 2　ްੜ࿑ಇলʮຖ݄ۈ࿑౷ܭௐࠪʯΛࠃʹجަ௨ল࡞ɻ
注 ઃఆʹΑΔಇ͖ํվֵͷਪਐʹؔ͢Δௐࠪʢྩ̑ʣʯΑΓɻظަ௨লʮదਖ਼ͳࠃ　3

第1節　担い手不足等によるサービスの供給制約

第
�
章

ࠃ

ަ
௨


ʹ
͓
͚
Δ
୲
͍
ख
ෆ


ʹ
Α
Δ
α
ồ
Ϗ
ε
の
ڙ
څ
੍

の
ݱ
ঢ়
ͱ
՝


ᶗ

国土交通白書　2025 5



また、建設業の賃金水準は、
着実な上昇が見られるものの、
2023年（令和５年）における建
設業生産労働者注4の年間平均賃金
は432万円と、全産業労働者の
年間平均賃金508万円（非正規
除く）より低くなっており注5、今
後も必要とされる技能や厳しい労
働環境に相応しい、賃金の引上げ
（以下、「賃上げ」）に取り組む必
要がある。

ʢݐઃۀʹ͓͚Δؒ࣌֎࿑ಇ੍نʣ
2024年４月から、建設業に対して、時間外労働の上限規制が適用された。36協定注6の限度とし
て、原則、月45時間・年360時間が時間外労働の上限となり、臨時的な特別の事情がなければこれ
を超えることができなくなった。
時間外労働の上限規制に的確に対応していくため、受注者・発注者が連携して、働き方改革を推進
し、長時間労働の是正と生産性の向上に取り組んでいくことが、喫緊の課題となっている。

çਤදᶗ�1�1�5çɹؒ࣌֎࿑ಇͷ্੍نݶΠϝʔδ

資料）厚生労働省「時間外労働の上限規制わかりやすい解説」

注 ΔऀΛ͍͏ɻ͢ࣄैʹۀ࡞Ͱݱۀ࡞ઃݐ�　4
注 5　�ް ੜ࿑ಇলʮۚߏجຊ౷ܭௐࠪʯΛࠃʹجަ௨ল࡞ɻ
注 6　�࿑ಇج४๏ 36ʹ͍ͨͮجʮؒ࣌֎࿑ಇɾٳ࿑ಇʹؔ͢Δڠఆʯͷ͜ͱɻ

çਤදᶗ�1�1�4çɹݐઃۀੜ࢈࿑ಇऀͷฏۉۚͷਪҠʢؒʣ

資料）国土交通省
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②物流分野の「2024年問題」
ʢτϥοΫӡૹۀͷ࿑ಇڥʣ
物流は国民生活や経済を支える社会インフラである。交通モード別の国内貨物輸送量をトンベース

で見ると、自動車が約９割を占めるなど、物流においてトラック運送業は大きな役割を担っている。
2023年（令和５年）における、トラックドライバーの平均労働時間は、大型トラックで2,544時

間/年、中小型トラックで2,508時間/年と、全産業の2,136時間/年より約２割長くなっており注7、
建設業と同様に、その労働時間は高水準である。

çਤදᶗ�1�1�6çɹτϥοΫυϥΠόʔͷฏۉ࿑ಇؒ࣌ͷਪҠʢؒʣ

資料）国土交通省

トラックドライバーの長時間労働の要因の一つは、発着荷主の積卸し場所での長時間の荷待ち・荷
役時間である。2024年度（令和６年度）の調査結果注8では、トラックドライバーの１運行当たりの
平均拘束時間は11時間46分であり、2020年度（令和２年度）に行われた前回調査と比較して約40
分減少しているが、荷待ち時間と荷役時間の合計については、ほぼ横ばいとなっており、長時間の荷
待ち・荷役時間については依然として解消されていない。

çਤදᶗ�1�1�7çɹτϥοΫυϥΠόʔͷ̍ӡߦͨΓͷฏ߆ۉଋؒ࣌ͱͦͷ༁

資料）国土交通省

注 7　ްੜ࿑ಇলʮۚߏجຊ౷ܭௐࠪʯΛࠃʹجަ௨ল࡞ɻ
注 ͷ࣮ଶௐࠪʢྩ̒ʣʯΑΓɻگަ௨লʮτϥοΫ༌ૹঢ়ࠃ　8
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また、2023年（令和５年）におけるトラックドライバーの年間平均賃金は、大型トラックで485
万円、中小型トラックで438万円と、全産業平均の507万円に対して約５～ 15％低くなってお
り注9、建設業と同様に、長時間労働に加え、低賃金であるといえる。

çਤදᶗ�1�1�8çɹτϥοΫυϥΠόʔͷฏۉۚͷਪҠʢؒʣ

資料）国土交通省

ʢྲྀʹ͓͚Δؒ࣌֎࿑ಇ੍نʣ
自動車運転業務についても、2024年４月から、36協定の締結を条件とし、臨時的な特別の事情

がある場合に、上限を最大年960時間（休日労働含まず）とする上限規制が適用された。あわせて、
トラックドライバーの拘束時間を定めた「改善基準告示」（貨物自動車運送事業法に基づく行政処分
の対象）が適用され、拘束時間等の規制が強化された。
物流の混乱を回避するために、荷主企業、物流事業者、消費者が一体となって、トラック運送事業

における長時間労働の是正と生産性の向上に取り組んでいくことが、喫緊の課題となっている。

çਤදᶗ�1�1�9çɹτϥοΫυϥΠόʔͷؒ࣌֎࿑ಇ੍ن

資料）国土交通省

注 9　�ް ੜ࿑ಇলʮۚߏجຊ౷ܭௐࠪʯΛࠃʹجަ௨ল࡞ɻ
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ΠϯλϏϡʔ注 10

物流現場の働き方改革と荷主・消費者に求められる行動変容
ʙཱڭେֶֶࡁܦ෦ڭतɹट౻�एࢯࡊʙ

Interview
労使関係、女性労働がご専門で、国土交通省の「持続

可能な物流の実現に向けた検討会」等の委員であり、労
働実態の視点から物流課題の解決に取り組み、活躍を続
けておられる首藤氏に、物流分野が抱える課題、持続可
能な物流の実現に向けた取組、荷主や消費者が持つべき
視点などについて、お話を伺った。

1.	物流「2024年問題」の現在地
①トラック運転手の長時間労働の背景にあるもの
トラック運転手の長時間労働が蔓延していた背景に

は、労働時間を管理しにくい産業上・職業上の特性とと
もに、労働基準法の労働時間規制とは別の、「改善基準
告示」上の拘束時間規制が、結果的に、長時間労働が当
たり前の賃金体系を招き、荷主・消費者側の生産効率や
物流の利便性・柔軟性と、それを支えるトラック運転手
の長時間労働という構図が生まれ、それを、法の建付け
が補完してきたということもある。

②長距離輸送を手掛ける事業者、中小事業者の間では、
働き方の変化が進んでいない
改善基準告示の改正により影響を受けるのは、トラッ

ク運転手の２、３割、その多くが長距離輸送、特に地方
からの長距離輸送運転手である。いわば、「2024年問題」
は長距離輸送をどうするかが問題で、圧倒的に、地方の
問題である。
一般的には、「2024年問題」による物流の停滞や混乱

は、当初予想に反して、生じていない。この背景には、
荷物量の減少、生産性の向上、法律違反の３つがある。
労働基準法が改正された2019年と比較すると、貨物量
は約１割減少しており、貨物量に対する運転手不足が、
当初見込みより緩和したと考えられる。また大手は、過
労死に対する社会的な問題意識の高まりを受け、2019
年頃から中継輸送や共同配送、リードタイムの延長など
の導入により労働時間を短縮してきた。それと同時に、
自社のキャパシティを超える荷物の運搬は下請けの中小
企業に委託してきたのも事実であり、中小企業における
統計上の労働時間は、2024年の改正による顕著な減少
は認められない。一方で、納品の遅れが商品価値に影響
する水産物や農産物など、リードタイムを伸ばせない品

目を扱う事業者では、法律を守れずに従来通りの体制を
継続している事業者も多い。特に水産業の現場では、摘
発が困難な白トラの横行が課題になっている。生産性の
向上には、荷待ち・荷役に係る時間の削減が現実的であ
るが、パレットの導入や荷主側の人員配置など、コスト
の増加は避けて通れない。特に商品価格が安い品目では
コスト増加分の価格転嫁のハードルが高く、労働時間短
縮への解決策を実行に移せていないのが現状である。

③今後は時間外労働の規制上限についても検討が必要
トラック運転手の時間外労働の上限は、依然として他

職種より長く、960時間は過労死ラインである。他職種
と差を設ける合理的な理由がないのであれば、他職種と
同じく上限を720時間に揃えるのが妥当ではないかと考
える。残業時間の上限短縮に対しては、賃金の減額に対
する懸念から労働者の強い反対が生じると予想するが、
他職種との平等性を実現するためにも、トラック運転手
を「普通に働いて普通に稼げる」職種にするべきである。

2.	賃金・価格転嫁、物流効率化について
①物流業界では過当競争により価格転嫁が停滞
価格転嫁を推進するためには、市場環境を変えるか、

運賃のあり方を変える必要がある。2024年以降、価格
転嫁の交渉をする事業者が増え、運賃の引上げに成功し
た事例も多くあるが、結果として、より運賃が安い事業
者に仕事の依頼が集中している。仕事の減少を恐れて価
格転嫁に踏み切れないと話す事業者も多い。
現状の市場は、荷物に対して事業者が多すぎる過当競

争状態である可能性がある。事業者の多さ故に有効求人
倍率が高くなっているが、運賃も賃金も上がらない現状
にかんがみれば、運転手不足であると一概には言えない。
市場の競争環境の慎重な分析が必要である。また、トラッ
クの運賃の下限設定は市場競争を歪めるリスクがある
が、賃金の下限設定は現行法上も可能である。人手の確
保・定着のために、運転手の賃金を下支えする仕組みを
検討すべきだ。

②物流関連２法による荷主の意識向上に期待
物流関連２法の公布は、荷主も規制的措置の対象に

注 10　ຊനॻࡌܝͷΠϯλϏϡʔɺ2025 ݄̎ʙ݄̏ʹࠃަ௨ল͕࣮ͨ͠ࢪऔࡐʹΑΔͷͰ͋Γɺࡌه༰औࡐ
࣌ͷΠϯλϏϡʔʹͮ͘جͷͰ͋Δɻ
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なった点が、物流業界において非常に大きな変化である。
現時点では努力義務であるが、自社のブランドイメージ
を背負う大手では、荷待ち・荷役に係る時間削減への意
識が向上し、運転手に代わって集荷前に荷物を集約する
など、対応状況が変わってきている。また、こうした取
組を実施しない荷主の荷物が運ばれない流れになれば、
業界全体に動きが広がると考える。一方で、荷主対策に
おいては、大企業と中小企業の二極化が進んでいる。中
小企業にとっては、問題なく荷物を運べている状況にお
いて、コストをかけてまで荷主対策をする動機付けがな
い。中小企業も含めた荷主対策を進めるためには、増加
分のコストを価格転嫁し、物流の効率化に係るコストを
社会全体で負担する必要がある。

3.	物流「2024年問題」や担い手不足を乗り越えるために
①短時間正社員制度等を活用し、外国人や女性・高齢者
を労働力として活用する
外国人や女性、高齢者の労働力を活用するためには、

労働時間に比例した処遇を受けられる新たな雇用形態が
必要である。日本では労働時間が減ると、非正規雇用に
なり、処遇やキャリア面で正社員と大きな壁ができる。
例えば短時間正社員制度などを活用し、短時間で働きつ
つも、労働時間に応じたボーナスや昇給を見込める制度
などを採用すれば、女性や外国人、高齢者を労働力とし
て確保できると予想する。例えば航空産業では、産休・
育休復帰後に50％勤務、80％勤務が客室乗務員で既に
導入されている。こうした勤務形態を人手不足が深刻な
地上業務に適用することが有効であると考える。

②物流業界におけるM&Aはメリットが少ない
過当競争を是正していくために、M&Aは有効な手段

と考えられるが、中小企業にとってはM&Aをすると判
断するに至るだけのメリットがないのが現状である。ト
ラック業界では多重下請け構造が定着し、他社との協業
体制により、仕事の繁閑差やコスト削減にも効率よく対
応できる関係が、既に構築されている。中小の零細事業
者がおり、小規模事業者の参入も続く業界では、規模の
経済が働きにくく、むしろM&Aで規模拡大することに
は、固定費の増加や柔軟性の欠如といった点に懸念の声
が聞かれる。政府としては、不適正な取引を行う事業者

の退出を促し、M&Aが有効だと思える競争環境を整備
する必要があると考える。

③社会全体で生産性を高めるために、荷主や消費者もマ
クロ的な視点を
物流だけでなく、サービス産業全般にいえるが、我が

国は、海外比較をみても、サービス産業の生産性が低い。
サービス産業の生産性は、サービス品質の問題もあり、
測るのが難しい。我が国の物流も、高い品質のサービス
を提供し続けているが、それが生産性の向上によってで
はなく、より安い運賃やより短いリードタイムで提供さ
れ続けてきた。その結果として今、労働者の労働条件が
悪くなり、行き詰っている状況である。生産性とサービ
ス品質は極めて強く連関する。労働者の処遇改善を図っ
ていくためには、例えば速い輸送は、より高い付加価値
を求められるべきであって、需要者側（荷主・消費者）
は高い運賃を受容する必要がある。それが難しいのであ
れば、リードタイムの延長を受容するといった行動変容
が重要となる。
物流の「2024年問題」の要因でもあるが、これまで

物流業界では、「合成の誤謬」（注：ミクロでは合理性が
あるがマクロでは合理性を欠く事態）が生じてきた。個々
の荷主が、その経済合理性から、物流コストを安くあげ
たいと買いたたくといった過当競争の中、運送会社が運
賃を上げられずにいると、そうした荷主が集まった社会
全体で見ると、運転手の低賃金や過酷な労働環境、ひい
ては深刻な運転手不足などが生じて物流が停滞し、荷主
にとっても不合理な結果を生む。こうした合成の誤謬を
是正するためには、マクロの視点からの施策が必要であ
り、物流関連２法は、まさにマクロの視点を併せ持って
いる。各荷主や消費者も、自分にとって短期的には安い
方が合理的ではあるものの、これで社会が保てるのかな
という視点を常に持ちながら、経済活動に参加していく
ことが重要である。
生産性の向上についても、個社で頑張れば良いという

だけでは足りない。荷主会社の効率化のために、運送
会社が非効率を請け負ってきた経緯や、下請けに生産性
が低い業務を委託してきたようなこれまでの体制を見直
し、産業全体としてどのように生産性を上げることがで
きるのか、考えなければならない。

第1節　担い手不足等によるサービスの供給制約 　
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③国土交通分野における担い手不足
建設業及び運輸業について、産業別就業者の年齢構成の推移を見ると、2024年における55歳以

上の割合は、全産業の32.4％と比較して、建設業36.7％、運輸業33.9％と高く、29歳以下の割合
は、全産業の16.9％と比較して、建設業11.7％、運輸業11.0％と低く推移しており、高齢化がより
深刻化している。今後、高齢就業者の大量退職や、少子化による若年者の入職の減少が見込まれるこ
とから、建設業及び運輸業については、中長期的な担い手の確保・育成が喫緊の課題である。

çਤදᶗ�1�1�10çɹۀ࢈ผबऀۀͷྸߏͷਪҠ
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資料）総務省「労働力調査（基本集計）」より国土交通省において作成

建設業や運輸業について、若年
層の就業者の割合が低い要因の
一つとして、先述のとおり、長時
間労働であることが挙げられる。
一般労働者における産業別の月
間総労働時間を見ても、建設業及
び運輸業等は、他産業と比較して
労働時間が高水準となっている。

çਤදᶗ�1�1�11çɹۀ࢈ผͷ݄ؒ૯࿑ಇؒ࣌ʢ2024ฏۉʣ

120

140

160

180

200
	時間


所
定
内
労
働
時
間

所
定
外
労
働
時
間

医
療・福
祉

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
等

卸
売
業・小
売
業

運
輸
業・郵
便
業

情
報
通
信
業

製
造
業

建
設
業

産
業
計

資料）厚生労働省「毎月勤労統計調査」より国土交通省において作成
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ʢ࿏ઢόεɾλΫγʔӡసखʣ
路線バスやタクシーといった地域公共交通は、豊かな暮らしの実現や地域の社会経済活動に不可欠

な基盤である。
路線バスは、少子高齢化・人口減少の進展や、マイカーの普及やライフスタイルの変化等により、

これまでも輸送需要そのものが減少していたが、運転手不足を理由として、全国各地で減便や廃止が
相次いでおり、地域住民や観光客の移動手段の確保の観点から大変深刻な状況である。
また、タクシー運転手数は、2022年度（令和４年度）まで減少傾向にあり、平均年齢は60.5歳

（2024年）と高くなっており、依然として担い手確保は喫緊の課題である。
今後、高齢者の運転免許証の返納が進み、マイカーを保有しない若年層等も増加する中で、地域公

共交通としての維持・存続を図ることが重要となっている。

çਤදᶗ�1�1�12 ɹόεͱλΫγʔͷӡసखͷਪҠ

資料）国土交通省

ʢۭۀߓ৬һʣ
航空機の運航に不可欠なグランドハンドリングや保安検査等の空港業務は、新型コロナウイルス感

染症の影響等により、一時は人員が感染拡大前の８割程度まで減少していたものの、足下では感染拡
大前の水準まで回復しつつある。
一方、現在も、業務過多や職場環境への不満等を理由として、一定数の退職者が生じており、雇用

の定着が課題となっている。政府目標である2030年訪日外国人旅行者数6,000万人受入れのボトル
ネックとならないよう、空港業務の体制を引き続き強化していくことが重要である。
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ʢۭߤඋ࢜ɾૢॎ࢜ʣ
航空機の整備業務は、安全な運航を支える重要な業務である。航空整備士は、資格取得者の全体の

約6割が航空専門学校卒となっており、専門学校への入学が資格取得の主な手段となっている。ただ、
航空専門学校の入学者数は、新型コロナウイルス感染症の影響で急激に減少し、2024年度（令和６
年度）の入学者数は、2017年度（平成29年度）と比較して半減するなど、担い手不足が懸念される。
また、同じく安全運航を支える要である操縦士については、高齢化の進展によって、年齢構成が

50歳以降に偏っており、2030年頃から大量退職時代の到来が予想されるなど、人材確保に課題があ
る。

çਤදᶗ�1�1�15 ɹۭߤઐֶߍͷೖֶͱૢॎ࢜ͷਓɾྸߏ

資料）国土交通省

ʢࣗಈंඋ࢜ʣ
我が国における自動車保有台数が約8,000万台注11を超える中、自動車の点検・整備を適切に行い、
安全と安心を守る自動車整備士についても、少子化や若者の車離れ等を背景とした担い手不足が懸念
される。
整備士資格を取得するための自動車整備技能登録試験の受験申請者数は、2015年度（平成27年
度）をピークに、減少傾向にあり、2024年度（令和６年度）は過去最低であった。今後もこの傾向
が継続する場合、必要な自動車整備人材が確保できなくなるといった課題がある。

注 11　�2024 ɺ82568673 ɻ

第1節　担い手不足等によるサービスの供給制約 　

第
�
章

ࠃ

ަ
௨


ʹ
͓
͚
Δ
୲
͍
ख
ෆ


ʹ
Α
Δ
α
ồ
Ϗ
ε
の
ڙ
څ
੍

の
ݱ
ঢ়
ͱ
՝


ᶗ

国土交通白書　202514
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資料）国土交通省

ʢํެஂڞମͷ৬һෆʣ
民間事業者だけでなく地方公共団体においても、業務を担う職員の減少が生じている。都道府県を

含めた地方公共団体における常勤の職員数は、1994年（平成６年）の約328万人をピークとして、
2016年（平成28年）まで一貫して減少している。その後は微増し、2023年（令和５年）は約280
万人となっているが、ピーク時に比べ、約48万人（15％）減少している。
また、市区町村の技術系職員（土木技師及び建築技師）数では、５人以下が全体（1,741団体）の

約半数を占め、１人もいない市区町村も25％を占める状況となっている注12。なお、市区町村全体の
職員数は微増傾向に変化したのに対し、土木部門の職員数は横ばいとなっている。

注 12　�2024  ɻ࣌4݄

çਤදᶗ�1�1�17çɹ�ํެஂڞମʹ͓͚Δৗۈͷ৬һͷਪҠ

資料） 総務省「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
（第１回）」

çਤදᶗ�1�1�18çɹ۠ࢢொଜʹ͓͚Δٕज़ܥ৬һ※
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※： 地方公共団体定員管理調査結果（R6.4.1 時点）より国土交通省
作成。なお、一般行政部門の職員を集計の対象としている。

資料）国土交通省
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（２）人口構造の変化に伴う労働力減少の懸念
①構造的な要因からの労働力減少の懸念
ʢੜ࢈ྸਓޱͷݮগʣ
�我が国における少子高齢化・人口減少は深刻化しており、2070年には、総人口は9,000万人を割

り込むと推計されている注13。特に、生産年齢人口注14の減少ペースが顕著となっており、2020年の
7,509万人から、2040年には6,213万人、2070年には4,535万人と、毎年約60万人のペースで減
少すると推計されている。このように、構造的な要因からの労働力減少が強く懸念され、今後、若年
層の人材確保が一層困難化することが予想される。

çਤදᶗ�1�1�19 ɹੜ࢈ྸਓޱͷਪҠ

資料）厚生労働省「人口減少社会への対応と人手不足の下での企業の人材確保に向けて」より国土交通省において作成

ʢਓߏޱͷมԽʣ
高齢化も進展しており、図表Ⅰ-1-1-20「人口ピラミッドの変化」によれば、足下では、団塊の世

代がすべて75歳以上となる2025年には、75歳以上の人口は2,155万人（17％）になると推計され
ている注15。65歳以上の人口で見ると、2020年の3,603万人注16（29％）から、2040年には3,928万
人（35％）になるとされている。
その一方で、19歳以下の人口は、2020年の2,074万人（16％）から、2040年には1,547万人

（14％）、2070年には1,099万人（13％）まで減少すると推計されている。

注 ʣΑΓɻܭதҐʣਪࢮʣʯʢग़ੜதҐʢܭʢྩ̑ਪޱਓܭॴʮຊͷকདྷਪڀݚޱձอোɾਓཱࣾࠃ�　13
注 Β͔ࡀʢ0&$%ʣͰɺ15ߏػ։ൃྗڠࡁܦ�　14 ͱ͍ͯ͠Δɻޱྸਓ࢈ͰͷਓʑΛੜ·ࡀ64
注 15　�ް ੜ࿑ಇলʮྩ̑൛ްੜ࿑ಇനॻʯΑΓɻ
注 16　�ྩ ̎ʢ2020ʣࠃௐࠪʢෆৄิʣʹ͓͚Δ ޱҎ্ਓࡀ65 36026632 ਓΛޒࣺ࢛ೖ͍ͯ͠Δɻ
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çਤදᶗ�1�1�20 ɹਓޱϐϥϛουͷมԽʢ2020ʙ2070ʣ

資料）厚生労働省「令和５年版厚生労働白書」

ʢܗ༺ޏଶผʹޏͨݟ༻ऀͷਪҠʣ
生産年齢人口が減少傾向にある中で、雇用形態別に、近年の雇用者数の推移を見てみると、女性や
高齢者を中心に、非正規雇用労働者の労働参加が進んでいる。また、正規雇用労働者数についても、
女性を中心に2015年以降は増加傾向で推移している。
女性や高齢者の労働参加等により、労働投入量を維持・増加させていくためには、就業者数だけで
なく、労働時間との関係も重要である。
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çਤදᶗ�1�1�21çɹܗ༺ޏଶผʹΈͨޏ༻ऀͷਪҠ

資料）厚生労働省「令和６年版労働経済の分析」

ʢ͜Ε·Ͱͷਓखෆہ໘ʣ
過去半世紀を遡ると、これまでにも人手不足は生じている。ただ、景況感と人手不足の関係につい

て、図表Ⅰ-1-1-22「業況判断D.I.注17及び雇用人員判断D.I.」を見ると、1980年代後半の人手不足
は好況に伴うものであったが、2020年頃からは景況感が悪い中でも人手不足が深刻な状況が続いて
おり、景況感と人手不足感の乖離が大きい状況が生じている。
好景気に乗り遅れまいとするこれまでの人手不足と異なり、昨今、業績に関わらず人手不足に悩む
企業が増えていることから、適切に人材を確保できず、サービス供給の維持・存続が危ぶまれる状況
が懸念される。

çਤදᶗ�1�1�22 ɹگۀஅ%�*ٴ�ͼޏ༻ਓһஅ%�*�ͷਪҠ

資料）総務省「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会（第１回）」

注 17　%�*�  %J⒎VTJPO�*OEFY ͷུͰɺؾܠಈࢦͷҰͭɻ
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②産業別に見た労働生産性
労働生産性は、労働投入量１単位当たりの産出量（一般的には付加価値額が用いられる）を示す指

標である。生産年齢人口の減少により、経済成長の源泉である労働投入量の減少が懸念される。図表
Ⅰ-1-1-23「労働生産性上昇率と労働投入量増減率」では、産業別の労働生産性と労働投入量の変化
（2007年比）を示しており、運輸・郵便業は、この間、労働生産性は横ばいの状況にある。建設業
については、労働投入量が約20％減少している中、労働生産性は約40％と大幅に上昇しており、労
働生産性が向上していることがうかがえる。

çਤදᶗ�1�1�23çɹ࿑ಇੜ্ੑ࢈ঢͱ࿑ಇೖྔ૿ݮʢ2007͔Β2023ͷมಈʣ

ྛਫۀ࢈

ۀ߭

ۀ

ۀॲཧغɾΨεɾਫಓɾഇؾి

ۀઃݐ

Էചɾখചۀ

ӡ༌ɾ༣ศۀ

॓ധɾҿ৯αʔϏεۀ

ใ௨৴ۀ

ۚ༥ɾอۀݥ
ෆಈۀ࢈

ઐɾՊֶٕज़ɺۀࢧԉαʔϏεެۀ

ҭڭ อ݈Ӵੜɾࣾձۀࣄ
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ۀɺӡ༌ɾ༣ศۀઃݐ؟

ۀ࢈ͷଞͷͦ؟
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ʢˋʣ

※ 労働生産性上昇率は、経済活動別国内総生産（名目、単位：10億円）÷経済活動別就業者数（単位 : 万人）を暦年で算出し、比較したときの上昇率。
労働投入量は、経済活動別就業者数より増減率を算出。

資料）内閣府「2023年度国民経済計算」より国土交通省において作成
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一方で、図表Ⅰ-1-1-24「産業別の労働生産性」を見ると、労働集約型産業である建設業、運輸業
等の労働生産性は、他産業と比較してまだ低い水準にある。
労働投入量の減少が見込まれる中で、サービスの供給を維持・存続していくためには、効率よく従
来以上の成果をあげていくことが求められる。

çਤදᶗ�1�1�24çɹۀ࢈ผͷ࿑ಇੜੑ࢈ʢ2023ʣ
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※労働生産性＝経済活動別国内総生産（名目、単位：10億円）÷経済活動別就業者数（単位 : 万人）
資料）内閣府「2023年度国民経済計算」より国土交通省において作成

ʢݐઃۀʹ͓͚Δ࿑ಇੜੑ࢈ʣ
建設業の労働生産性が低い要因と

しては、天候の影響を受けやすいこ
とに加え、土工や現場打ちコンク
リートの施工現場において、多くの
人手を要していることなどが挙げら
れる。
また、特に建築工事においては、

職種が多いことによって、作業の引
継ぎの際に手待ち時間が発生するこ
とで、全体として非効率となってい
る。

çਤදᶗ�1�1�25çɹίϯΫϦʔτʹ͓͍ͯਓखΛཁ͢Δྫۀ࡞

資料）国土交通省
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ʢྲྀʹ͓͚Δ࿑ಇੜੑ࢈ʣ
物流分野の労働生産性が低い要因の

一つとして荷役作業等において、未だ
に多くの人手を要していることが挙げ
られる。
また、物流事業者と荷主等のデータ

連携が不十分であり、伝票の種類や、
パレットのサイズが様々あって標準化
がされていないことから、共同輸配送
や機械化が進まず、荷役作業・トラッ
クへの積載において非効率となってい
る。
さらに、今まで手元への迅速かつ確実な宅配サービス等、高い品質のサービスが安価で提供され続

けてきたことが、労働生産性の低下要因となっていた可能性も指摘されている。

ʢަ௨ʹ͓͚Δ࿑ಇੜੑ࢈ʣ
交通分野については、主に地方中心

都市等において、路線バスやスクール
バス等、送迎サービスが個々に提供さ
れており、地域全体で見ると、地域公
共交通と各施設の送迎によって需要が
分散し、重複運行が発生することで乗
車密度が低下している。
また、大都市等においては、高度か

つ安定的な公共交通サービスが提供さ
れている一方で、公共交通ネットワー
クが稠

ちゅうみつ
密で複雑であるため、観光客な

ど来訪者には使いづらい一面も見受けられる。さらに、一部の地域や時間帯では多くの観光客を含む
利用者が集中することで、移動サービスの水準が低下している場面も見受けられる。

労働集約型産業である建設、物流、交通分野では、これらの要因で、労働生産性が低くなっている
ことが課題となっており、労働力の減少が懸念される中で、サービスの供給を維持・存続していくた
めには、労働生産性を向上させる取組が必要不可欠となっている。

çਤදᶗ�1�1�26ç ྲྀʹ͓͍ͯඪ४Խ͕ਐΜͰ͍ͳ͍ྫࣄ

資料）国土交通省

çਤදᶗ�1�1�27çɹަ௨ʹ͓͚ΔधཁͷࢄͷΠϝʔδ

資料）国土交通省
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（３）サービス供給を取り巻く社会情勢の変化
是正が求められる長時間労働や、構造的な要因からの労働力減少の懸念に加えて、エネルギー・資

材の物価高等、サービス供給を取り巻く社会情勢の変化から、サービスの供給主体には様々な影響が
発生している。

①建設資材価格高騰に伴う労務費への影響
2021年後半から、原材料費等の高

騰に伴い、建設資材価格が高騰してお
り、建設業は大きな影響を受けてい
る。
建設工事費デフレーター（総合）と

建設資材物価指数を比較してみると、
2021年以降、建設工事費デフレー
ター（総合）は、建設資材物価指数の
上昇に追いついておらず、近年の物価
高は、適正な水準の労務費の確保に影
響を及ぼしていることがうかがえる。

ʢݐઃۀʹ͓͚ΔՁ֨సՇͷରԠঢ়گʣ
建設業においては労務費へのしわ寄せ防止に向けて、資材価格高騰分の適切な価格転嫁が行われる

必要がある。しかしながら、2023年度の調査結果注18では、価格転嫁の対応として、物価等の変動に
関する契約変更条項がある請負契約は半数程度にとどまっている。
サプライチェーン全体で、建設資材に関する適切な価格転嫁が図られるよう、受注者・発注者間を
含めた建設工事に関する環境整備を進めることが求められる。

çਤදᶗ�1�1�29çɹݐઃۀʹ͓͚ΔՁ֨సՇͷରԠঢ়گʢܖมߋ߲ͷ༗ແʣ

資料）国土交通省

注 ઃఆʹΑΔಇ͖ํվֵͷਪਐʹؔ͢Δௐࠪʢྩ̑ʣʯΑΓɻظަ௨লʮదਖ਼ͳࠃ�　18

çਤදᶗ�1�1�28çɹݐ�ઃࣄඅσϑϨʔλʔʢ૯߹ʣͱݐઃࡐࢿՁࢦͷਪҠ
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②燃料価格上昇に伴う輸送費用の増大
トラック運送事業の営業費用の約２割は、燃料費及び車両に関わる経費となっており、燃料価格の

上昇は、トラック事業者の輸送費用に大きな影響を与える。

ʢτϥοΫӡૹۀࣄʹ͓͚ΔՁ֨సՇͷରԠঢ়گʣ
燃料価格上昇分の収受額への反映が進んでいない事業者も多く、物価高による倒産件数注19を業種
別に見ると、運輸業関係は厳しい状況である。2025年４月に公表された調査結果では、運輸・通信
業の倒産件数は、建設業、製造業、小売業に次ぐものの、未だに多い状況となっている注20。
トラックドライバーの労働条件（賃金）改善のためにも、トラック事業者が適正な利潤を確保する
ことができるよう、燃料価格上昇分の運賃への適切な転嫁が求められる。

ਤදᶗ�1�1�30 ɹՁߴ࢈ɹ݅ਪҠٴͼۀछผ༁

資料）帝国データバンク「倒産集計 2024年度報 「物価高倒産」」

③公共交通の需要減少
我が国の人口は、2050年には全国の居

住地域の約半数で50％以上減少（2015年
比）することが予測されており、地域公共
交通の利用者は長期的に減少している上、
新型コロナウイルス感染症の影響もあり、
路線バスや地域鉄道は、多くの事業者が赤
字となっている。人件費の抑制といった
コスト縮減も限界にきており、減便・廃
止を余儀なくされている状況にある。
地域公共交通は欠くことができない移

動手段であることから、高齢者を含む交
通弱者に対する移動手段の確保が求めら
れる。

注 ɻ݅࢈ೖΕՁ্֨ঢʯɺऔҾઌ͔ΒͷԼ͛ѹྗͰՁ֨సՇͰ͖ͳ͔ͬͨ͜ͱͳͲʹΑΔ༉೩ྉͷʮݪ　19
注 20　ఇࠃσʔλόϯΫʮ2024ܭू࢈ใʮՁߴ࢈ʯʯʢ2025݄̐̔ʣΑΓʢूؒظܭɿ2024݄̐̍ʙ

2025݄̏31ʣɻ
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④人口減少に伴う地方公共団体の財政への影響
ʢํެஂڞମͷࡒঢ়گʣ
地方公共団体においては、人口減少の進展等によって、借入金残高は20年以上高い水準で推移し

ている注21。
市区町村における土木費の推移を見ると、ピーク時の1993年度の約11.5兆円から、2011年度ま

での間で約半分（約６兆円）に減少している。近年は、ピーク時と比べると６割程度で推移してお
り、より一層効率的な予算執行が求められる。

çਤදᶗ�1�1�32 ɹํࡒͷआೖۚߴͷঢ়گ

資料）総務省「地方財政の借入金残高の状況」

çਤදᶗ�1�1�33 ɹ۠ࢢொଜʹ͓͚ΔඅͷਪҠ

0

2

4

6

8

10

12

14 11ஹ4973ԯԁ
̒ஹ4964ԯԁ
ʢ1993ൺ�57�ʣ

̒ஹ465ԯԁ
ʢ1993ൺ�53�ʣ

	ஹԁʣ

ྐྵʢʣ

19
89
19
90
19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
20
15
20
16
20
17
20
18
20
19
20
20
20
21
20
22

ʢํࡒ౷ܭใΑΓࠃަ௨ল࡞ʣ

資料）国土交通省

注 21　�૯লʮํࡒͷआೖۚߴͷঢ়گʯΑΓɻ
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担い手側の供給量に関する将来推計と需給ギャップ

注 22　୲͍खଆʹؔ͢ΔকདྷͷधཁྔٴͼྔڅڙͷաෆΛ͍͏ɻ
注 23　֤ྸʹ͓͚ΔबऀۀͷมԽ͕কདྷʹΘͨͬͯҡ࣋͞ΕΔͷͱԾఆͯ͠ɺকདྷͷ֤ྸͷबऀۀΛਪఆ

͢Δख๏ɻ
注 24　Ұൠஂࡒ๏ਓݐઃڀݚࡁܦॴʮݐઃࡁܦϨϙʔτ/P�76ʢ2024݄̏ʣ1207ʙ 1250ʯΑΓɻ
注 25　͜͜Ͱݐઃٕज़ऀ͕େ෯ʹݮগͨ࣌͠ΛؚΜͩมԽʢ2005ˠ2010 ɺ2010ˠ2015 ٴͼ 2015ˠ2020

ͷมԽͷฏۉʣΛ༻͍ͨέʔεΛࣔ͢ɻ
注 26　͜͜Ͱۙͷ 2015ˠ 2020ͷมԽΛ༻͍ͨέʔεΛࣔ͢ɻ

ここでは、国土交通分野における担い手側の供給量に関する将来推計や需給ギャップ注22の分析等
について記述する。

①建設業における将来推計と需給ギャップ
ʢݐઃٕज़ऀɾݐઃٕ࿑ಇऀͷকདྷਪܭʣ
国勢調査を基にしたコーホート変化率法注23を用いて、将来の建設技術者数・建設技能労働者数が

推計されている注24。この将来推計に基づくと、建設技術者数は、2020年以降、５年ごとに約1.5 ～
3.0%ずつ減少する見込みとされている注25。
建設技能労働者数は、2020年以降、おおよそ５年ごとに約７～８％ずつ減少し、その減少率は
徐々に大きくなる見込みとされている注26。年齢階層別に見ると、足下の2025年には約半数を50歳以
上が占め、その後もその割合は変わらないことから、高齢化が深刻化する見込みとされている。

çਤදᶗ�1�1�34 ܭʣͷকདྷਪۀ࢈ઃٕज़ऀʢશݐ
ʢྸ֊ผʣ

資料）一般財団法人建設経済研究所

çਤදᶗ�1�1�35 ʣͷকདྷۀ࢈ઃٕ࿑ಇऀʢશݐ
ਪܭʢྸ֊ผʣ

資料）一般財団法人建設経済研究所

2
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ʢݐઃٕज़ऀɾݐઃٕ࿑ಇऀͷधڅΪϟοϓʣ
将来推計の結果に基づく建設技術者数の需給ギャップについて、図表Ⅰ-1-1-36では、経済成長率

が実質２％程度注27の場合に、「2020年基準」パターン注28においては、2030年度、2035年度で供給
不足が生じると示されている。ただ、「生産性向上」パターン注29においては、労働需要が減り、すべ
ての年度で需給ギャップは解消すると示されている。
しかし、建設技能労働者数の需給ギャップについて、図表Ⅰ-1-1-37では、｢2020年基準｣ パター
ンと ｢生産性向上｣ パターンの双方で、2030年度、2035年度にも不足が解消されないと示されて
おり、更なる生産性の向上、担い手の確保が求められる。

çਤදᶗ�1�1�36 ɹݐઃٕज़ऀʢશۀ࢈ʣͷधڅΪϟοϓ

※ 供給人数の将来推計に関して、建設技術者が大幅に減少した時代を含んだ変化率（2005→ 2010年、2010→ 2015年及び 2015→ 2020
年の変化率の平均値）を用いたケース

資料）一般財団法人建設経済研究所

çਤදᶗ�1�1�37 ɹݐઃٕ࿑ಇऀʢશۀ࢈ʣͷधڅΪϟοϓ

※供給人数の将来推計に関して、直近の 2015 → 2020 年の変化率を用いたケース
資料）一般財団法人建設経済研究所

注 27　�धཁਓࢉग़ͷجͱͳΔதظతͳࡁܦɺ࣮࣭̎ˋఔΛྀ͍ͯ͠ߟΔɻ
注 28　�୯ҐݐઃֹࢿʹඞཁͱͳΔݐઃٕज़ऀΛɺݐઃֹࢿʹΑΔݐઃٕज़ऀʢधཁʣͱɺݐઃٕज़ऀͷ࣮ʢڅڙʣ

͕ 2020ʹ͓͍ͯ߹க͍ͯ͠ΔͱԾఆͯ͠ࢉग़͢Δύλʔϯɻ
注 29　�2035 ·Ͱʹ 15ˋੜ্͕ੑ࢈ʢ2020ൺʣ͢ΔͱԾఆͯ͠ࢉग़͢Δύλʔϯɻ
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②物流分野における将来推計と需給ギャップ
ʢྲྀ༌ૹͷকདྷਪܭʣ
物流分野については、「物流革新に向けた政策パッケージ」（2023年６月２日我が国の物流の革

新に関する関係閣僚会議）等において、何も対策を講じなければ、輸送力が2024年度には約14%、
2030年度には約34%不足する可能性が示されている。

çਤදᶗ�1�1�38 ɹྲྀ༌ૹͷকདྷਪܭʢରࡦΛ͡ߨͳ͍߹ʣ

資料）国土交通省

ʢधڅΪϟοϓͷղফʹ͚ͨऔํʣ
物流の「2024年問題」については、2023年６月の「物流革新に向けた政策パッケージ」に基づ

く官民での取組の成果等により、2024年度の試算における約14%の輸送力不足を概ね解消できたた
め、2025年度に入ってからも物流の機能を維持できている。
他方、2030年度には34%の輸送力不足が見込まれていることから、その解消に向けた更なる施策

を具体化するため、2025年５月に「2030年度に向けた総合物流施策大綱に関する検討会」を設置
し、2026 ～ 2030年度の次期「総合物流施策大綱」の策定に向けた検討を開始したところである。

çਤදᶗ�1�1�39çɹதܭظը注30Λ౿·͑ͨࡦࢪʹΑΔ༌ૹྗͷޮՌ

資料）国土交通省

注 30　ֳʮզ͕ࠃͷྲྀͷֵ৽ʹؔ͢Δֳؔ྅ձٞʯʢ2024 ݄̎ʣʹܾͯఆͨ͠ʮ2030 ʹ͚ͨͷத
ܭظըʯɻ
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ίϥϜ注 31

拡大する EC市場と再配達状況
Column

トラックドライバーの担い手不足が深刻化する一方
で、近年、多様化するライフスタイルとともに電子商
取引（以下、「EC」）が急速に拡大している。2023年
度には、EC市場が全体で24.8兆円規模、物販系分野
で14.6兆円規模となっている。また、ECの拡大に伴
い、宅配便の取扱個数は約50億個であった。
このため、宅配事業者の負担が増えており、2023

年６月に関係閣僚会議で取りまとめられた「物流革新
に向けた政策パッケージ」では、2024年度に再配達
率６％を目指すことが盛り込まれた。
国土交通省は、再配達の削減を図るため、多様な方

法による受取りを推進しており、これらの成果を継続
的に把握すること等を目的として、宅配便の再配達率
のサンプル調査を年２回（４月・10月）実施している。
2024年10月の宅配便再配達率は約10.2％で前年

同月（約11.1％）と比べて約0.9％減、2024年４月（約
10.4％）と比べて約0.2％減となった。
宅配便の再配達率削減はドライバーの負担軽減につ

ながり、物流の「2024年問題」へ対応するため必要
不可欠である。国土交通省は、引き続き、宅配便の再
配達率削減に取り組んでいく。

資料）国土交通省

注 31　�ຊനॻࡌܝͷίϥϜɺ2024ʹࠃަ௨ল͕࣮ͨ͠ࢪௐࠪɾऔࡐʹΑΔͷͰ͋Δɻ
注 32　�ެ ӹࣾஂ๏ਓຊόεڠձʮࠃװઢಓ࿏෦ձώΞϦϯάࢿྉʢྩ̑ 10݄̑ʣʯΑΓɻ

③地域公共交通（バス）における将来推計と需給ギャップ
ʢόεӡసखͷকདྷਪܭͱधڅΪϟοϓʣ
地域公共交通において、特に担い手不足が大きな問題となっているバスの運転手数については、

2021年には11万6千人のところ、2030年には9万3千人にまで減少するとされている注32。この将
来推計に基づくと、2022年の輸送規模を維持したと仮定した上で、時間外労働の上限規制の影響を
考慮した場合、2030年には、必要人員が３万６千人（必要人員全体の28％）不足する見込みである
と示されている。
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çਤදᶗ�1�1�40 ɹόεӡసखͷকདྷਪܭͱෆࠐݟΈ

資料）公益社団法人日本バス協会「国土幹線道路部会ヒアリング資料」

既に、路線バス会社においては、担い手不足等が影響し、約８割の会社が2023年中に減便・廃止
を行っている状況である。また、2008年度（平成20年度）から2023年度（令和５年度）にかけて、
路線の廃止延長は、バスが約23,193km、鉄軌道が約625kmとなっている。

çਤදᶗ�1�1�41 ɹ࿏ઢόεӡ127ࣾߦͷʮݮศɾഇࢭʯಈɺ࿏ઢͷഇࢭঢ়گ

　　

資料）帝国データバンク、国土交通省
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④地方公務員数における将来推計と需給ギャップ
ʢํެһʹ͓͚ΔधڅΪϟοϓʣ
地方公務員数については、2024年2月のデジタル行財政改革会議において、需要の減少以上の

ペースで供給が減少する見込みであることが示されている。この推計に基づくと、地方公務員の必要
数（需要）に対する地方公務員のなり手（供給）を示す充足率（供給÷需要）は、2045年には全国
平均で８割程度に低下する見込みとされている。

çਤදᶗ�1�1�42çɹํެһෆͷকདྷਪܭ

　　

（出典）㈱日本総合研究所「地方公務員は足りているか―地方自治体の人手不足の現状把握と課題―（2021年）」
 資料） 内閣官房「デジタル行財政改革会議（第４回）資料」
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